[bookmark: _paosxsywr4wl]業務委託契約書_パターン2_免許あり＋仲介
●●●株式会社（以下「甲」という）と×××株式会社（以下「乙」という）は、次のとおり業務委託契約（以下「本契約」という）を締結する。
第１条（業務委託）
1. 乙は、甲に対し、本契約に定める条件に従い、所有する末尾不動産（以下「対象物件」という）の売却を希望する顧客（以下「売主候補者」という）を乙に紹介する業務（以下「本業務」という。）を委託し、甲はこれを受託する。
2. 甲は、売主候補者の紹介にあたり、売主候補者から事前の承諾を得たうえで、対象物件の所在、権利関係、希望売却条件等の情報（以下、総称して「物件情報」という）を乙に提供するものとする。なお、当該提供は、甲及び乙が登録した不動産案件マッチングサービス「mochikomi」の利用規約その他同サービスの利用契約で定める条件に従って行うものとする。
3. 甲が本契約に基づき行う本業務は売主候補者の紹介及び物件情報の提供に限られるものとし、対象物件の説明、取引への勧誘、取引条件の交渉・調整等、宅地建物取引業法上の媒介行為を一切行ってはならない。
4. 乙は、甲より提供された物件情報に基づき、自らの責任と判断により、甲から紹介を受けた売主候補者との間で専任媒介契約を締結し、買主の探索、調査、査定、取引条件の交渉・調整、重要事項説明その他一切の仲介業務を行う。

[bookmark: _Hlk209391126]第２条（紹介手数料）
1. 乙は、甲が提供した物件情報をもとに、乙が売主候補者との間で専任媒介契約を締結し、かつ、当該仲介業務により対象物件の売買契約（以下「対象契約」という）が成立した場合、甲に対して以下の区分に従い紹介手数料を支払う。
（1）乙自らが買主を発見し、売主・買主双方と乙が仲介契約を締結した場合（いわ
　　ゆる両手取引の場合）：対象契約の成約価格（消費税抜）の3％
（2）乙が他の仲介業者を通じて買主を発見した場合（いわゆる片手取引の場合）：
　　対象契約の成約価格（消費税抜）の1.5％
2. [bookmark: _Hlk209390932][bookmark: _Hlk209390970]前項に定める紹介手数料は、売主候補者の紹介及び物件情報の提供行為に対する対価であり、宅地建物取引業法に定める媒介報酬には該当しない。
3. [bookmark: _Hlk209421069][bookmark: _Hlk209391073]甲は、紹介手数料を乙に請求するにあたり、乙の指定する方法に従って所定の請求書を発行・提出するものとする。
4. 乙は、甲に対し、紹介手数料を、対象契約の決済日に、甲が指定する銀行口座に振り込む方法により支払う。なお、振込手数料は乙の負担とする。

第３条（再委託の禁止）
甲は、本業務を第三者に委託することはできない。



第４条（守秘義務）
1. [bookmark: _Hlk209391192]甲及び乙は、相手方から提供された秘密情報（売主その他第三者の個人情報または営業情報、物件情報、査定金額、取引条件等を含むが、これらに限られない）について厳に秘密を保持し、開示者の同意なく第三者に漏洩してはならず、本契約の目的達成に必要な範囲でのみ使用するものとする。
2. 前項の規定にかかわらず、以下の情報は前項の秘密情報から除外する。
(1) 相手方による開示又は提供以前に、公知となっている情報
(2) 相手方による開示又は提供の時点で既に自己が所有していた情報
(3) 相手方による開示又は提供の後に、自己の契約違反、不作為、懈怠又は過失等によらずに公知となった情報
(4) 相手方から開示又は提供されたいかなる情報にもよらずに独自に開発した情報
(5) 何らの秘密保持義務を負担することなく第三者から適法に取得した情報
3. 第1項の規定は、甲又は乙が、自己の役員、従業員又は弁護士、公認会計士、税理士その他法令上秘密保持義務を負う専門家に対して秘密情報を開示する場合には適用しない。
4. 本条の義務は、本契約終了後も3年間継続するものとする。

第５条（権利の譲渡等の禁止）
甲及び乙は、相手方の事前の書面による承諾なく、本契約上の地位、及び、本契約に　関する一切の権利義務を第三者に譲渡若しくは承継し、又は担保の目的に供してはならない。

[bookmark: _Hlk209391292]第６条（反社会的勢力の排除）
1. [bookmark: _Hlk209391325]甲及び乙は、相手方に対して、次の各号に定める事項を表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを保証する。
(1) 自己及び自己の役職員が、次に掲げる各事由に該当する者（以下「反社会的勢力」という。）ではないこと、及び、過去５年間において反社会的勢力ではなかったこと
①暴力団、②暴力団員、③暴力団準構成員、④暴力団関係企業、⑤総会屋等、
⑥社会運動等標ぼうゴロ、⑦政治活動等標ぼうゴロ、⑧特殊知能暴力集団、
⑨その他前各号に準ずる者
(2)自己又は第三者を利用して、相手方に対して、次に掲げる各事由の一にでも該当する行為をしないこと
①暴力的な要求行為
②法的な責任を超えた不当な要求行為
③脅迫的な言動や暴力を用いる行為
④風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行為
⑤その他前各号に準ずる行為
2. 甲及び乙は、自己又は自己の役職員について、前項に反する違反を発見した場合、又は、そのおそれがあることが判明した場合には、直ちに相手方にその事実を報告するものとする。
3. 甲及び乙は、相手方が前２項に違反した場合、催告その他何らの手続を要することなく、本契約を解除することができるものとする。

令和　　年　　月　　日
（甲）情報提供者
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 印
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